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１．森林の現状
（１） 森林の多面的機能と森林に期待する働き

〇 森林は、国土の保全、水源の涵養、地球温暖化の防止、木材をはじめとする林産物の供給など多面的機能
を有しています。

〇 “愛媛県政に関する世論調査（令和7年9月実施）”では、森林への「山崩れや洪水などの災害を防止する働
き」、「水を浄化したり、水資源などを蓄える働き」、「二酸化炭素の吸収など地球温暖化防止に貢献する働き」
などを期待するという回答が上位を占めました。

■ 森林の多面的機能 ■ 県民の森林に期待する働き

～「愛媛県政に関する世論調査」（愛媛県 広報広聴課）～

資料：政府広報資料
資料：広報広聴課

1.森林の現状
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30年間で蓄積は約２倍に
成長量は約4.5割減少

〇 県土面積の約７割（約40万ha）が森林です。このうち９割（約36万ha）が民有林、残りの１割が国有林です。

〇 民有林のうち、スギ・ヒノキ等の人工林が６割（約22万ha）を占めています。

〇 人工林面積の８２％にあたる18万haが利用期である５０年生を超えており、森林資源が充実してきました。

〇 現在（Ｒ６）、人工林の蓄積は9,649万m3であり、30年前（Ｈ６）に比べて約２倍となりました。

（２） 本県の森林の現状

■ 県土面積と森林面積の内訳 （Ｒ６年度末）

■ 人工林（民有林）の樹種別面積 （Ｒ６年度末）

資料：林業政策課

■ 人工林（民有林）の蓄積の推移

1.森林の現状
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資料：林業政策課

資料：林業政策課

その他
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〇森林の持つ多面的機能の持続的な発揮を図るため、人工林を中心に森林の整備が実施されています。

〇令和６年度の森林整備面積は6,852haで、森林の若返りのための下刈り・再造林面積が増加傾向にあります。

（３） 森林整備の実施状況

■ 森林整備面積（民有林）の推移 ■ 植栽面積（民有林）の推移

資料：森林整備課

1.森林の現状
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■ 間伐面積（民有林）の推移 （切捨・搬出別）
資料：森林整備課

資料：森林整備課

拡大造林:天然林を伐採した跡地や原野に、人の手で
植栽すること

再 造 林：人工林を伐採した花鶏に再び植栽すること
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（４） 目指すべき森林のイメージ

【環境林】 林地の傾斜がきつく（35°超）、林道からの距離が遠い（500ｍ超）場所にあるスギ・ヒノキ等の人工林
で、成長が見込めない森林については強度間伐や択伐等により広葉樹の導入を図り、針広混交林や
広葉樹林へ誘導する。

【経営林】 傾斜が緩く（３５°以下）、林道からの距離が近い（500ｍ以内）場所にあり、成長の見込める人工林に
ついては、 先行的に路網を整備するほか、主伐後の植栽による確実な更新により循環利用を図る。

■ 多様で健全な森林への誘導

資料：えひめ森林・林業振興プラン（2016）
および林野庁資料を基に作成

防災・減災のため、
国土保全を推進

育成

伐採植栽

経営林適切な
間伐の実施

環境林
天然林

条件不利地
の人工林

天然林
原生的な森林生態や希少
な生物が育成・生息する森
林等は、適切に保全を行う

急傾斜地など立地条件が悪い人工林
は、広葉樹の導入等により、針広混交
林化、広葉樹林への誘導を図る

傾斜が緩く、車道から近い人工林につ
いては、森林の循環利用を推進する

多様で健全
な森林へ

現状 目指す姿

条件の良い
人工林

1.森林の現状
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① 近年の主な山地災害
平成29年10月 台風21号災害 (松山市久谷町)

1.森林の現状（５） 森林保全対策①
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〇 平成30年の西日本豪雨をはじめ、近年は台風や集中豪雨など激甚な山地災害が頻発する傾向にあります。
〇 治山事業は、森林の維持造成を通じて山地に起因する各種災害から県民の生命・財産を保全し、安全で安心

できる豊かな暮らしの実現を図るうえで必要不可欠な事業として、実施しています。

平成29年10月の台風21号は、発達した雨雲や停滞前線の影響により、
西日本から東日本、東北地方の広い範囲で被害をもたらしました。

松山市久谷町では、約14ヘクタールの広範囲に渡り、スギ・ヒノキ等の風
倒被害が発生しました。

平成30年7月 西日本豪雨災害 (県下全域)

平成30年7月に発生した豪雨災害では、県下で246カ所、被害額約
124億円に上る甚大な被害が発生しました。このうち早急に復旧整備
が必要な47カ所については、災害関連緊急治山事業による復旧工事
を実施し、令和３年3月をもって47カ所全てが完成しています。



② 保安林の種類と面積（愛媛県）

1.森林の現状（５） 森林保全対策②

7注）単位未満四捨五入のため合計と内訳は必ずしも一致しない

合計民有林国有林保安林種

94,15859,77534,383水源涵養保安林

50,85147,8463,005土砂流出防備保安林

7687635土砂崩壊防備保安林

33防風保安林

24519潮害防備保安林

1,062962101干害防備保安林

22防火保安林

1,1411,12219魚つき保安林

55航行目標保安林

9,9552,8677,089保健保安林

22風致保安林

157,973113,35344,620合計（延べ面積）

〇 私たちの暮らしを守るために特に重要な役割を果たしている森林を保安林に指定し、伐採を制限したり、適切
に手を加えるなど、期待される働きを維持できるよう行政上の必要な管理を行っています。

〇 県下の保安林面積は、令和６年度末現在で国有林、民有林合わせて１５７，９７３ｈａとなっています。
〇 全森林に対する保安林の割合は、約４割となっており、保安林種別にみると水源涵養保安林、土砂流出防

備保安林の2種類で全体の約９割を占めています。

保安林には、その目的によっていろいろな種類と役割があり、その
種類は全部で17種あります。
※愛媛県では、飛砂防備、水害防備、防雪防備、防霧、なだれ防止、落石防止

の保安林指定がありません。

主な保安林の機能
○水源涵養保安林

水源地の森林が指定されます、その流域に降った雨を蓄え、ゆっくりと
川に流すことで、安定した川の流れを保ち、洪水や渇水を緩和する働
きがあります。

○土砂流出防備保安林
樹木の根と地面を覆う落ち葉や下草が、雨などによる表土の浸食、土
砂の流出、崩壊による土石流などを防ぎます。

○土砂崩壊防備保安林
山崩れを防ぎ、住宅や鉄道、道路などを守ります。

○魚つき保安林
水面に陰を作ったり、流れ込む水の汚濁を防いだり、養分の豊かな水
を供給するなどの働きで、魚の繁殖を助けます。

○保健保安林
森林レクリエーション活動の場として、生活にゆとりを提供します。
また、空気の浄化や騒音の緩和に役立ち、生活環境を守ります。

資料：森林整備課

令和７年３月末時点（単位：ha）



山腹崩壊危険地区 崩壊土砂流出危険地区地すべり危険地区

2,321箇所 2,944箇所43箇所

③ 山地災害危険地区の指定（令和7年12月時点）

1.森林の現状（５） 森林保全対策③
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〇 県では、山地において山腹崩壊や土石流等が発生するおそれのある地区を全国一律で一定の要件を付して
判定し、「山地災害危険地区」として指定しています。（詳細については、下図を参照してください。）

○ 危険地として指定した地区については、治山事業を優先的に実施するとともに、関係資料を市町に提供し、各
市町の地域防災計画へ掲載し、地域住民へ危険地の周知を図っています。

林野庁資料及び森林整備課資料を基に作成



エネルギー利用により
化石燃料を代替

植える

使う収穫する

育てる

伐って､使って､植える
循環利用を進め

人工林の若返りを推進

森林はCO2を吸収

プラスチックを代替

木材は長期にCO2を貯蔵

若い森林の造成により
CO2をより多く吸収

CLT建築物
（南予森林組合）

木質バイオマス発電
（松山市）

エリートツリー
（松山市久谷県有林）

セルロースナノファイバー

（６） 2050年カーボンニュートラルへの森林・木材分野の貢献 1.森林の現状

吸収源・貯蔵庫としての森林・木材

○森林はCO2を吸収
・樹木は空気中のＣO2を吸収して成長

○木材はCO2を貯蔵
・木材製品として利用すれば長期間炭素を固定

排出削減に寄与する木材・木質バイオマス

○木材は省エネ資材
・木材は鉄等の田資材より製造時のエネルギー
消費が少ない

○木質バイオマスは化石燃料等を代替
・マテリアル利用により化石燃料由来製品
（プラスチック）等を代替
・エネルギー利用（発電・熱利用）により化石燃料
を代替

2050年カーボンニュートラルに貢献

9
資料：林業躍進プロジェクト（第２期） および

林野庁資料を基に作成
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木材生産 栽培きのこ類億円

〇 本県の林業産出額は、近年80～90億円前後で推移しています。（約９割を木材生産が占めています）
令和３年はウッドショックの影響により、木材生産額が大幅に増加しました。（対前年４７％増）

木材生産 ：スギ・ヒノキ等の原木丸太
栽培きのこ類：生しいたけ、乾しいたけ等

２．林業の現状
（１） 本県の林業産出額の推移

資料：農林水産省「林業産出額」から

２.林業の現状
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〇 木材価格は高度経済成長に伴う需要の増大等の影響により昭和55年（1980）にピークを迎えた後、木材需要
の低迷や輸入材との競合により長期的に下落してきましたが、近年は概ね横ばいが続いています。

○ 令和３年は、“ウッドショック”の影響により価格が高騰しました。

（２） スギ・ヒノキ木材価格の推移

資料：林業政策課（愛媛県森林組合連合会市場平均価格から）

２.林業の現状
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〇 本県の木材供給量は、住宅着工数の減少等から減少傾向で推移していましたが、近年は回復傾向です。
〇 50年前は、マツや広葉樹の生産が半分を占めていましたが、近年は、スギやヒノキが中心となっています。

（３） 県内の樹種別木材生産量の推移

資料：林業政策課「木材需給関係資料」

２.林業の現状
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〇 本県の乾しいたけは生産量71トンで全国５位（R６）となっており、南予地域が主産地となっています。
○ 高齢化や後継者不足等により生産量・生産者数は年々減少している一方で、価格は上昇傾向にあります。

（４） 県内の乾しいたけ生産量・価格の推移

資料：林業政策課（特用林産物生産統計調査から）

２.林業の現状
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資料：林業政策課（愛媛県森林組合連合会市場平均価格から）
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令和６年 753人



〇 県内の山村では、過疎化が急速に進み、不在村森林所有者の割合も増加しています。施業の集約化の妨げとなる
ほか、放置林の増加に繋がるなど、地域の森林管理に支障をきたす大きな原因の一つとなっています。

〇 施業の集約化の推進に向け、ＩＣＴの活用、所有者・境界の明確化に向けた取組みにより、森林経営計画の作成を促
進しています。

〇 令和元年森林経営管理法が施行され、経営意欲の低い森林所有者については、市町が主体となり森林管理できる
制度ができました。

（５） 森林施業の集約化の推進

■ 不在村者保有の森林面積の割合（R６年度末）

■ 森林経営管理制度の概要

資料：林業政策課

資料：林業政策課

■ 森林経営計画認定状況（R６年度末）

森林所有者 市町

林業経営に
適した森林

意欲と能力のある林業経営者
へ委託

林業経営に
適さない森林

市町が自ら管理

意向を確認

所有林の経営管理を市町に委託

■ 施業の集約化（森林の集積）

大体の場所は分かるが
このままでは境界も分
からなくなる今のうちに
何とか・・

２.林業の現状

14
※少数以下四捨五入のため、合計が一致していない

林野庁資料を基に作成

林野庁資料を基に作成

県全体南予中予東予地 区

359,509167,59494,75997,156民有林面積（ha）

41,75915,5958,95017,214認定面積（ha）

11.69.39.417.7認定割合（％）

その他2%

県外

10%

県内

19%

在村

69%

不在村者29％

保有森林
面積

360千ha



〔役割〕
・市町森林管理の全体構想
・関係事業の予算化
・事業の進捗管理
・事業成果の公表
・市町職員の派遣

経営管理権集積計画の作成

環 境 林（条件不利な森林・再委託に至るまでの森林）
○市町村による管理（市町村森林経営管理事業）

森林所有者意向調査

県譲与税充当 県譲与税充当

市町譲与税充当

県譲与税充当

愛媛県の「新たな森林管理システム」に係る支援体制

愛媛県森林管理支援センター

各地区に技術職員を派遣
（各地区１名、常駐）

中予森林管理推進センター (R2.8)
(松山市・東温市・伊予市・砥部町)

南予森林管理推進センター (R1.12)
(宇和島市・鬼北町・松野町)

県

各地区の林業普及指導員

委託

支
援

市 町

〔支援内容〕
・市町職員の育成
・林業労働力の確保
・林業事業体の育成
・森林情報の提供

愛媛県森林管理支援センターについて

１ 設置日 令和元年８月１日

２ 設置場所 （公財）愛媛の森林基金

３ 事業内容
愛媛県からの委託に基づき、森林所有

者の経営意欲が低下し、手入れ不足とな

った条件不利地等の森林について、適正

な経営管理が行われるよう、市町及び森

林管理推進センターに対して、必要な技

術指導等を行うことにより、森林の健全化

と災害に強い森林づくりを支援する。

(1) 技術指導

・市町連携推進、組織設立等の指導

・意向調査等の推進指導

・経営林と環境林の分類指導

・環境林整備事業等の発注指導

(2)職員派遣

・５地区に各１名を常駐派遣

(3)その他関係事業の推進指導

４ 支援センター組織
・専属技術職員6名
・事務職員 1名
・財団事務局職員6名

（６） 愛媛県森林管理支援センターの設置 ２.林業の現状

○ 愛媛県では、新たな森林管理システムの円滑な運用のため、流域単位で市町が連携して組織する「森林管理推進セ
ンター」（県下５地区）と同センターを支援する「愛媛県森林管理支援センター」を設置しています。

○ 森林管理推進センターは、地域内市町、森林組合、林政アドバイザー等で構成し、森林環境譲与税を活用して森林
所有者の意向調査、経営管理権集積計画の作成等を行い、地域の森林管理を推進します。

中予山岳流域林業活性化センター (R1.8)
(久万高原町)

東予森林管理推進センター（R3.4)
（四国中央市・新居浜市・西条市・今治市・上島町）

肱川流域林業活性化センター（R3.5)
（大洲市・内子町・八幡浜市・伊方町・西予市）

15資料：森林整備課
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〇 １ｈａ以上の森林を所有している林家のうち、５ｈａ未満の小規模経営林家が全体の約７割を占めています。
〇 一方、林業経営体については、10ha以上の森林保有が全体の約６割を占め、経営の集約化が進んでいます。

■ 保有山林規模別林家戸数

資料：2020年農林業センサス

■ 意欲と能力のある林業経営者 ■ 県下の森林組合一覧

２.林業の現状（７） 林家及び林業経営体

【意欲と能力のある林業経営者とは】
森林経営管理制度において、市町から経営管理実施件の設
定を受けることを希望するとともに、生産性の向上、再造林
の実施、林業従事者の雇用管理の改善など一定の基準を満
たす林業経営者です。

■ 森林組合雇用労働者数の推移

■ 保有山林面積別規模別林業経営体数の構成割合

資料：2020年農林業センサス

資料：林業政策課（令和７年１月時点）

資料：令和６年度版森林組合要覧

資料：令和６年度版森林組合要覧

1～３ha

9075戸

48%

３～５ha

3693戸

20%

５～10ha

2954戸

16%

10～50ha

2789戸

15%

50～100ha

161戸

1%

100～500ha

81戸

0%
500ha以上

4戸

0%

林家戸数
18,757戸

3

1
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2

5

1 1 1

16
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233 
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1,858 

246 

625 

977 

1,411 

123 

258 

361 

479 
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151 
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262 

54 
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55 
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65 

46 
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2,020
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5ha未満 5～10 10～20 20～30 30～50 50～100 100ha以上
10ha以上が約6割を占める

(調査年) (グラフ内の数字は経営体数)

組合員数
うち組合員
所有面積

地区内
森林面積

組 合 名

2,18316,35832,646宇摩森林組合

2,57125,93052,620いしづち森林組合

2,45413,08622,217越智今治森林組合

2,58523,18434,911松山流域森林組合

3,2519,35911,501伊予森林組合

6035,2687,159砥部町森林組合

3,17025,92852,461久万広域森林組合

4,57827,86431,461大洲市森林組合

3,23517,13122,460内子町森林組合

3,62012,60314,641八西森林組合

5,29925,72038,462西予市森林組合

5,54340,16562,004南予森林組合

1,3948,99818,341南宇和森林組合

40,486251,594400,884合 計

3,11419,35330,8371組合平均

607

710 712
636
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423
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372 362 339 317
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〇 県内の林業就業者は減少傾向ですが、平均年齢は、ほぼ横ばいを維持しています。令和６年度現在８０４名。
〇 ６年度の新規参入者は４５人ですが、離職する方も多く、担い手の増加に繋がっていないことが課題となって

います。
〇 県では、建設業等の異業種から参入する労働者へ研修会の実施、農家や女性に対する安全講習、外国人

技能実習生の受け入れ態勢の整備など、新たな労働力の確保にも取り組んでいます。

■ 愛媛県における林業労働力の推移

資料：林業政策課

■ 就業者年齢構成（令和６年度）

■ 林業新規参入者数の推移
資料：林業政策課

資料：林業政策課

■ 市町別就業者数（令和６年度）

資料：林業政策課

（８） 担い手の確保・育成 ① ２.林業の現状
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〇 県内の林業労働災害の発生は減少傾向で推移していますが、他産業に比べて高い発生率となっています。
（全産業の約10倍）

〇 調査によると、他産業に比べて林業は40～50代において、低い所得となっています。（国税庁、林野庁調べ）

■ 林業労働災害 発生状況の推移（過去10年）

資料：厚生労働省HP「職場の安全サイト」

資料：愛媛労働局

■ 県内の林業労働災害 発生状況の推移

■ 業種別労働災害の発生率 （1,000人当たり（休業4日以上））

資料：愛媛労働局

■ 全産業と林業従事者の平均給与（R4）

資料：国税庁「民間給与実態統計調査」、林野庁業務資料

２.林業の現状（８） 担い手の確保・育成 ②
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(９) 林道（林内路網）の整備
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資料：林業政策課

〇 林道は、効率的な林業経営や森林の適正管理、木材の搬出、さらには都市住民の森林とのふれあいを促進さ
せるなど、重要な役割を果たしています。

〇 これまで、林道整備事業の着実な推進によって、令和６年度末現在、民有林内の林道は、1,354路線、総延
長2,575ｋｍ（全国11位）、林道密度は7.16ｍ／ｈａ（全国９位）となっています。

■ 県内の林内道路密度の推移（民有林）

Ｒ6年度Ｒ3年度H30年度Ｈ25年度H20年度H10年度区 分

17.2817.2317.1816.7616.6715.85林内道路密度 （ｍ/ha）

7.167.127.066.896.755.79林道密度 （m/ha）

6,2156,2026,1806,0886,0115,697林内道路延長 （ｋｍ）

2,5752,5622,5402,5042,4362,080林道延長 （ｋｍ）

3,6403,6403,6403,5843,5753,617公道延長 （ｋｍ）

359,508359,702359,706363,175360,685359,534民有林森林面積 （ｈａ）

基幹林道

林業専用道

森林作業道

■ 市町別林内道路密度（Ｒ６年度）

林道密度
（ｍ/ha）

林道延長
（ｍ）

市町名

5.75173,240四国中央市

4.6577,338新居浜市

6.26174,749西条市

6.26132,455今治市

4.947,140上島町

4.2879,998松山市

4.363,243東温市

8.2393,014伊予市

1.228,480砥部町

14.44622,773久万高原町

4.95155,298大洲市

14.28269,655内子町

8.1357,120八幡浜市

1.88,523伊方町

9.3346,944西予市

1.5141,827宇和島市

6.07114,502鬼北町

5.7937,567松野町

7.28110,843愛南町

7.162,574,709県 計

２.林業の現状



< ①ハーベスタ >
伐倒、造材（枝払い、玉切り）

する機械

< ③プロセッサ >
造材（枝払い、玉伐り）

をする機械

< ④フォワーダ >
木材を運搬する機械

■ 県内の高性能林業機械保有台数の推移

(10) 林業の機械化

20
資料：林業政策課

〇機械の推進は、労働生産性の向上、精査コストの削減、労働強度の軽減などに大きく貢献します。
〇令和６年度現在、県内の高性能林業機械は370台に達し、令和元年度から５年間で50台増となっています。
〇伐木系機械の稼働率上昇に伴ってフォワーダの需要が伸びており、大型のフォワーダの導入が進んでいます。

< ②タワーヤーダ >
造材（枝払い、玉伐り）

をする機械

■ 県内の高性能林業機械別内訳（Ｒ６）

< ⑤グラップルバケット >
作業道を開設する機械

２.林業の現状
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（11） シカの被害

〇 県内のニホンジカによる森林被害については令和６年度において、実被害面積２６８ｈａ、被害額８６,９２３千円
と、依然として被害が増加しています。

○ これまで、ニホンジカの被害対策は、防護柵の設置や植栽木へのネット施行が中心に行われてきましたが、
抜本的解決を図るため、生息数を減少させることが必要であり、捕獲の強化に努めています。

苗木の食害状況（四国中央市）
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■ 二ホンジカによる森林被害の年度別状況

資料：森林整備課 剥皮被害の状況（愛南町）

■ニホンジカの密度分布図 ※環境省資料（平成27年4月）

■ 県内のニホンジカ捕獲数■ シカ被害の対策
資料：環境省

ツリーシェルターシカ侵入防護柵 ツリーシェルター

資料：森林整備課

２.林業の現状

被害額被害材積実損面積年 度

44,925千円40,031m3185haH24（2012）

47,008千円41,469m3206haH28（2016）

54,286千円43,891m3222haR2（2020）

62,331千円45,390m3235haR3（2021）

96,046千円44,658m3239haR4（2022）

81,063千円43,784m3208haR5（2023）

86,923千円47,798m3268haR6（2024）
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〇 本県の木材供給量は、住宅着工数の減少を背景として減少傾向でしたが、近年は回復傾向です。
〇 現在の木材需要量の約９割が製材用です。施設の大規模化等により木材需要量は増大傾向にあります。
〇 製材需要に向けた、スギ・ヒノキ材の生産量が伸びており、県産材率は上昇傾向で推移してきましたが、ここ

数年は６０％前後で推移しています。

■ 木材の供給量の推移 ■ 県内木材需要量の推移

資料：林業政策課「木材需給関係資料」 資料：林業政策課「木材需給関係資料」

３．木材産業の現状と課題
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３ 木材産業の現状
（１） 本県の木材需給の動向

３．木材産業の現状
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（２） 住宅における木材需要

■ 住宅着工戸数と木造率の推移（全国）

非木造住宅
（マンションなど）

木造住宅
（戸建て住宅など）

３．木材産業の現状

23資料：林業政策課「木材需給関係資料」

■ 住宅着工戸数と木造率の推移（愛媛県）

資料：林業政策課「木材需給関係資料」

〇 少子高齢化と人口減少が進むと推計され、今後、住宅建築による木材需要の大幅な増加を見込む事は困難
な情勢です。

〇 県内の木造住宅の着工件数は、長期的にみて減少傾向で推移していますが、
最近10年は横ばいが続いています。

平成７年 6,774戸 → 令和６年 3,947戸 約30年で▼42％
〇 県内木造住宅着工戸数について、令和６年は3,947戸となった。（前年比17％減）
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〇 県内の製材工場は年々減少しています。（令和６年現在 ７８箇所）
〇 一方で、１工場当たりの生産量は増加しており、大規模化が進んでいます。
〇 製品出荷に占める乾燥材の割合は年々高くなっており、愛媛県産材製品の高品質・高性能化が進んでいま

す。（令和６年 乾燥材の割合：全国平均５２％、愛媛県９２％）

（３） 県内木材加工（製材工場）の状況 ３．木材産業の現状

24資料：林野庁業務資料

■ 製材工場数の推移 ■ 用途別製品出荷量（割合） ■ 産地別素材消費量（割合）

■ １工場当たりの生産量の推移 ■ 乾燥材の割合

資料：林業政策課「木材需給関係資料」

資料：林業政策課
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〇 将来的に、国内の木材需要が減少することが予想されている中、全国的に木材を海外に輸出する機運が高
まっています。

〇 近年、原木（丸太）についてはベトナム、製材品についてはアメリカに対する輸出割合が多くなっています。
〇 アメリカでは、米スギの代替として日本のスギが注目され、コロナ禍においてＤＩＹ用フェンス・デッキ材としての

需要が高まっています。

（４） 木材・木製品の輸出 ３．木材産業の現状

25資料：貿易統計から

■ 県内の原木（丸太）輸出量について
単位：ｍ３

■ 愛媛県における原木（丸太）・製材品の輸出量の推移

R6R5R4R3R2年 度
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--2930-韓 国
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■ 県内の製材品輸出量について

R6R5R4R3R2年 度
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単位：ｍ３

■ 県内の国別製材品輸出量の推移

資料：貿易統計から
資料：貿易統計から

資料：貿易統計から
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１．林業を担う「人づくり」

●多様な人材の就業促進及び定着
●事業体の経営安定化
●労働者の処遇や安全性の向上
●高度林業人材の育成
●経営改善・収益確保対策 など

えひめ農林水産業振興プラン2026（令和８年３月策定）

〇計画期間 令和８年度～令和12年度（５か年間）

〇基本方針 取り巻く環境が目まぐるしく変化する中で、将来にわたり安心して

生産活動が継続できる農林水産業の実現

〇主要指標 林業・木材産業産出額 580億円／年（令和12年度）

４ 林業の成長産業化に向けた県の取組
（１） えひめ農林水産業振興プラン2026

４．愛媛県の取組

２．林業で輝く「モノづくり」

●森林の若返り促進
●「媛すぎ・媛ひのき」の販売促進

●先端技術の活用
●建築物等への木材利用拡大
●輸出力強化 など

３．林業を支える「地域づくり」

●地球温暖化防止対策
●災害に強い森づくり
●適正な森林管理・里山保全
●森林環境教育の推進
●森林病虫獣害対策 など

26



県森連、原木市場、製材・木材事業者、民間企業等

●県産材の国内外への販路拡大

●増加する大径材も含めた流通機能の見直し

●原木価格を高めるため、需要に応じた

価格競争力のある市場機能の強化

森林組合系統、林業事業体、原木市場、製材・木材事業者等

●主伐への移行による生産性と収益性の向上

●再造林・保育に必要な労働力の確保と省力化

●ゾーニングによる適材適所の労務配分や

施業効率化によるコストダウン

森林組合系統、林業事業体、原木市場

●木材生産能力を高め、持続的な林業経営と

担い手の待遇改善が可能な事業体の育成を強化

●機械化とスマート林業技術の導入による

省力化・自動化と労働安全衛生の向上

●スマート林業技術者等高度技能者の育成

担い手の待遇改善

川上～川中

「持続可能な循環型産業の確立」 「林業の成長産業化」

１ 目 的：持続可能な循環型産業の確立、林業の成長産業化
２ 計画期間：令和８年度～令和12年度 （５か年間）
３ 基本方向：①担い手の待遇改善 ②生産性と収益性の確保 ③県産材の価値の向上
４ 目 標：素材生産量 70 万m3／年（令和12年度）

森林更新面積 630 ha/年（ 〃 ）

４．愛媛県の取組(２) 林業躍進プロジェクト（第３期）
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生産性と収益性の確保

川上～川中

県産材の価値の向上

川中～川下


